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  公共交通，交通静穏化，商業活性化，バリアフリー，地域防災，有償運送など，参加型あるいは市

民・住民主体の事業が，さまざまな分野で成果をあげて来ている．これらの事業では，参加によるその事

業自体の効率化だけでなく，地域力の向上を，暗黙のうちにあるいは明示的な目的の一つとして期待され

ることが少なくないと考えられる． そこで，これらの事業でによる地域力の向上の方法およびその影響

の把握について議論を行う． 

     Key Words : Resident participation, Public Transport, Local vitalization, Barrier free 
 

 

1. はじめに 
 
交通や都市計画などの計画や事業に住民参加を求める

事例が増えている．これらの事例では，計画や事業の効

率的な推進のみならず，住民が参加することにより，地

域力が向上するという非帰結主義的な期待をもって行わ

れることが多い．このような社会的要求に対し，どのよ

うな枠組みで計画，事業を行うことによって地域力の向

上が行えるかが十分にされていない．そこで，本セッシ

ョンにおいては，計画，事業への住民参加に関する社会

的要求，プロセス，効果について事例を収集し，地域力

の向上の方法およびその効果を示す． 
なお，本セッションは「移動権の考え方に基づく移動

環境の整備・評価に関する研究小委員会」の活動として

行われる． 

 

2. 郊外住宅団地における住民参加による地域交

通計画策定プロセス開発（猪井博登） 
 
(1) 概要 

昭和 40 年代に開発された郊外住宅団地では，山を切

り開いて建設された事例が多く，坂道を有する事例が少

なくない．入居した世代の住人が高齢化し，体力の低下

や自動車の運転に自信を無くすことが生じ，地域交通の

整備が求められることが増えている．地域交通の維持確

保において，住民参加または住民運営によって地域交通

が行われることが適切なサービスを行うことができると

述べられている．住民の参加による実施が求められるが，

このような郊外住宅団地においては，元々の住民ではな

いため，ソーシャルキャピタルが強くないことが見られ

る．そのため，このような郊外住宅団地においては，住

民運営型交通の計画を行う際にはソーシャルキャピタル

を向上する(または損じない)ことを考慮することが重要

となる．そこで，本章においては，郊外住宅団地を念頭

に，地域住民と行政の協働による地域交通計画の策定プ

ロセスについて検討を行う． 

  
(2) 計画プロセス 

 本章で提案する計画プロセスを図- 1 に示した．この

プロセスでは，本格運行の開始に至るまでに下記の 3
段階の社会実験を繰り返し，PDCA を行うこととなっ

ている． 
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①「事業の社会実験（1 週間）」地域負担＋行政

（人的支援） 
②「事業の社会実験（1 ヶ月）」地域負担＋行政

（人的支援＋金銭支援） 
③「支援制度の社会実験（1 年）」地域負担＋行政

（人的支援＋金銭支援） 
 
本章では下記の条件を想定する地域で住民が主体

となり地域交通計画を計画，事業実施するプロセス

について検証する．また，本プロセスは，住民参加

によるプロセスであるものの，行政との協働が重要

であると考えたため，プロセスの主体としては，行

政と地域住民に分類している． 
  
(3) 期待される効果 

このプロセスは，郊外住宅団地において，住民参

加による計画を想定しており，下記の条件を想定す

る． 
a) 地域住民が主体となって地域交通の事業を

行うほどの地域的なまとまりがない． 
b) 鉄道やバスなどはあるものの，拠点間輸送

に特化しているなど 
c) 地域交通に関する自主運営組織や NPO 等

が自然発生的に生じなかったまたは持続し

なかった． 
d) 行政においても，住民運営型の計画や事業

運営を支援する制度がなく，その創設に関

しても否定的である 
 a)に対応するため，社会実験を繰り返し，PDCA
を行うこととした．地域住民が地域交通に取り組め

ない理由の一つとして，地域交通を地域で取り組む

場合，交通事業者が事業運営する場合に負担してく

れるリスクを地域組織で引き受けなければならない

ことがあげられる．なお，リスクの内容については，

喜多ら 1)が整理している．このようなリスクを個人

で引き受けることが困難であり，地域組織として取

り組みが必要である．しかし，b)のようにその地域

に共通の「地域交通のあり方」の認識がないまたは

想像が難しい場合，地域全体の取り組みとなること

が難しい．そのため，地域に適材適所の地域交通の

あり方を求めるためにも，社会実験と PDCA によ

る検討が必要である．また，運行された地域交通を

見せることにより共通の「地域交通のあり方」の認

識を共有することを期待している． また，需要変

動リスクや経理変動リスクなど費用面でのリスクを

地域のみで引き受けることは難しいため，行政との

協働が必要となるが，d)でのべたように，行政が積

極的でないことが考えられる．そのため，このプロ

セスにおいては，地域住民内の取り組みを構成する

だけではなく，行政における支援制度の構築を目指

している．最初の社会実験においては，予算措置な

どを伴う金銭支援などが難しいため，道路運送法な

ど地域交通の対応に関する知見の提供などの人的支

援を行うこととした． 
 また，これまで住民運営によって地域交通が提供

された地域の多くでは，地域での移動の困難が明確

であった．本プロセスにおいては，地域での交通の

必要性を問うため，社会実験の段階で地域に金銭負

担を求めることを想定している．負担があった上で

も，交通を整備すべきかを議論することにより，真

に必要なサービスが選択されると期待される． 
 
3. 見えない力の蓄積から動きだしたまちづく

り－藤井寺駅周辺まちづくり協議会の取り

組み紹介－（石塚裕子 則武利昭） 
 

(1) 取り組みの背景 

a) 藤井寺駅周辺の概要 

 藤井寺市は大阪市の南東部に位置する，人口約

6 万 7 千人(2011 年 10 月現在)，面積約 8.9km2の大

阪府下で最も小さな市である．市域を近鉄南大阪線

が東西方向に横断し，急行停車駅である「藤井寺駅」

は日乗降客数が約 3 万 9 千人である． 
藤井寺駅周辺は市役所などの公共施設が立地し，

市の中心市街地である他，かつては南河内の商業核

として繁栄した歴史があり，6 つの商店会が形成さ

れ商業エリアが面的に広がっている．駅を中心に東

西南北の４象限に，歴史的資産の集積，昭和初期の

計画的な住宅団地，旧街道の集落，近代の商業地と

多様な顔をもつ地区である．しかし，言い換えると

駅周辺としての一体感がない地区ともいえる． 
 

b) 取り組みの背景－藤井寺駅周辺のまちづくりの

経緯 

藤井寺駅周辺は，市街地を東西に分断する近鉄南

大阪線の高架化が地域活性化のために必要不可欠と

考えられてきた．1997 年から連続立体交差事業調

査ならびに駅前再開発調査が行われいたが，社会情

勢の変化の中で莫大な事業費の費用対効果が低いと

判断し，1999 年以降は検討が中断されている． 
駅の北側のエリアでは 2 つの大規模商業施設と商

店街で“2 核 1 モール”を形成し，買い物客の動線

ができていたが，大規模商業施設の一つであるサテ

ィが 2002 年 8 月に閉店した．また，藤井寺の代名

詞であった藤井寺球場が 2005 年 1 月に閉場し，街

のシンボルが消えてしまった．その後，サティ跡地

はマンションが，藤井寺球場跡地は四天王寺大学付

属小学校とマンションが建設され，これまでの商

業・娯楽機能から住宅・文教機能に土地利用が大き

く転換された．そのような中，2009 年にもう一つ

の大規模商業施設であるイオンモールの建替に伴う

閉店計画が発表され，地元商店街，住民，行政とも

に駅周辺の活力の低下に危機感を感じていた． 
 

(2) 取り組みの概要 

藤井寺市は，大規模商業施設の建替を機に，当該

施設の建替だけでなく，周辺の商店が連動した地域

全体の活性化への取り組みが必要であると考えた．

そこで，商店街を中心とした住民，事業者との協働

のまちづくりをめざした． 
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a)  「活性化懇談会」と「まちづくり勉強会」の開

催 

まず初めに駅周辺に立地する 6 つの商店街の代表

者による活性化懇談会（以下，懇談会）を開催した．

次に，商業・業務施設が集積する区域を対象にアン

ケート調査を実施し，まちづくり勉強会（以下，勉

強会）への参加を呼びかけた． 
懇談会，勉強会での取り組み内容は表- 1 に示す

とおり，懇談会も勉強会もほぼ同じ内容で取り組ん

でいる．地域の課題の意見交換にはじまり，現状の

再確認，他都市の事例の学習，そして将来構想づく

りである．いずれも初回は鉄道高架化事業や再開発

など過去の計画に対する意見や，高齢化等による商

業機能の低下など街のマイナス要因の指摘に終始し

ていた．しかし，将来構想を自らが考える段階では，

少しずつ建設的な意見に変化する人が増えていった． 
懇談会と勉強会で異なる点は，勉強会で指摘され

た課題の一つである”イチョウ並木の剪定方法”に

ついて，行政の関係部局に働きかけを行ったこと，

商店街が取り組むイベントの応援として清掃活動を

実施したことである．いずれも勉強会参加者の提案

を受けて，行政担当者の努力により実行されたもの

である． 
 懇談会と勉強会がほぼ同じ内容を繰り返したこ

とにより，参加者の中には「何も進まない．市はや

る気がないのではないか．」，「取り組みの目的が

わからない．」と言った意見が聞かれ，参加者が減

少傾向にあったが，他都市の協議会関係者との意見

交換や上述の取り組みを通じて，一部の参加者にま

ちづくりに対する意識の変化や行政との信頼関係が

構築されていった． 
 

b)  「まちづくり協議会」の設立 

住民，事業者がまちづくり活動に継続的に取り組

むためには組織が必要と認識され，懇談会メンバー

と勉強会に熱心に参加していた数名が加わり，まち

づくり協議会設立準備会を設けた．2011 年 4 月か

ら藤井寺駅周辺まちづくり協議会（以下，協議会と

いう．）の会員募集を，商業・業務エリアに限らず

駅から 500m 圏内の住民，事業者を主対象に募集を

行った． 
協議会は 2011 年 6 月に設立総会を開催し，理事

10 名を中心にまちづくり活動が開始した．”活性

化イベント部会（ソフト面の取り組み）”と”街並

み整備部会（空間デザインの提案活動）”の二つの

部会を設けている．6 月から 2012 年 3 月までに，

総会 2 回，全体会議 2 回，理事会 6 回，街並み整備

部会 7 回，活性化イベント部会 7 回の合計 24 回の

会議を開催した．活性化イベント部会は，市民まつ

り，四天王寺大学学園祭への協議会 PR ブースの出

展や学生アンケートなどを実施し，2012 年度の取

り組みとして「まち歩きマップの作成」と「ハロウ

ィンイベントの開催」に向け主体的な活動が始まっ

ている． 

一方，街並み整備部会は，部会の登録人数が多く，

協議会からの参加者が多いことから，活動の当初は，

再び地域の課題の意見交換を行い，鉄道高架事業の

必要性や道路や駐車場の未整備など，行政への要請

に意見交換が終始されいた．このため協議会の活動

に対して失望感を示す参加者も現れた．しかし，少

しずつではあるが，協議内容のレベルアップを図り，

駅前広場のリニューアルについてデザイン検討を行

うまでに至った．部会では，主観的な意見交換に加

えて，まちの状況を示す客観的な情報の提供，意見

交換の結果を“見える化”する工夫などを重ねてき

た．さらに，協議会理事であるランドスケープの専

門家が，参加者の協議を先導してくれていることに

よる効果が大きいと考える． 
 

表- 1 懇談会，勉強会，協議会の取り組み 

 
 

c) 参加者の変遷 

懇談会から協議会の参加者の推移は表- 2 に示す

とおりであり，協議会設立時の会員数に対して，懇

談会から継続参加者の割合は 11％(7 名)，勉強会か

ら継続参加者の割合は 29％(19 名）となっている．

協議会の理事 10 名中，懇談会からの参加者が 5 名，

勉強会からの参加者が 5 名であり，協議会の先導役

となっている．会長の協議会設立総会における挨拶

に『私は懇談会，勉強会と継続して参加してきまし

たが，参加当初は”まちづくり”の意味がわかりま

せんでした．しかし，様々な方と藤井寺駅周辺につ

いて話あったり，他の都市でのまちづくりに取り組

まれている人の話を聞いたりしているうちに，住民

や事業者が我がまちのことを考え，小さなことでも

活動していくことが”まちづくり”であると理解し

ました．』とあった．この挨拶に表現されているよ

うに，懇談会と勉強会の取り組みが，まちづくり活

動をはじめる素地をつくったことがわかる．これま

での取り組みは，三歩進んで二歩さがるような歩み

ではあるが，確実にまちづくりを担う人材の掘り起

こしと育成の機会であったことは明らかである． 
 
 
 
 

 

懇談会 勉強会 協議会

実施時期
2009.12～

2010.02

2010.8～

2011.02

2011.6～

2012.03

会議回数(報告会含) 3回 6回 24回

1.地域の課題の共有
○

意見交換

○

ｸﾞﾙｰﾌﾟWS

○

部会WS

2.まちの現状認識
○

資料提供
○

まち歩き
○

資料提供・検討

3.他都市の事例学習
○

資料提供
○

視察会
○

講演会

4.将来構想の作成
○

素案作成
○

素案見直し
大幅改定中

5.まちづくり活動の実施 －
△

（行政主導）
○

（住民主導）
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表- 2 参加者の変遷 

 
 

(3) 取り組みの効果 

取り組みの効果として，協議会活動が活発化し，

住民，事業者主体の取り組みが展開されていること

は前述のとおりであるが，もう一つの大きな成果と

して，人と人，組織と組織のネットワークが広がり，

多様な連携体制が構築されつつあることである．協

議会の会員数は設立時から約 20％増である．新規

加入者は会員の知り合いや口コミなどで加入してい

る人が多い．他団体との連携体制は，図- 2 に示す

とおり協議会の活動からの発信による連携と，協議

会の活動が誘因となって，新たな連携が生まれてい

る．また，他団体との連携が，これまで具体的な連

携が難しかった既存団体との連携を誘引するなど，

様々なネットワークが構築されつつあり，これが今

後の協議会活動の原動力となると考えられる． 
 

 
図- 2 協議会を中心とした連携体制図 

 
(4) 本事例からみる「地域力」をはぐくむもの 

本事例の取り組みは始まったばかりであるが，こ

れまでの成果で少しずつ見えてきたことを述べる． 
本事例は，商業施設の閉店計画が契機となって始

まった，住民，事業者，行政の協働のまちづくりと

いえる．まちづくりとは，小林の定義によれば「地

域における， 市民による， 自律的継続的な環境改

善運動」2)とある．本事例はその初動期にあり，住

民，事業者の視点で将来構想をつくるという目標の

みで，具体的な事業内容については，取り組む前に

答えがあったわけではない．もちろん，行政として

は大規模商業施設の建替促進，商店街の活性化など

の目的をもって取り組んでいるわけであるが「協議

会活動のプロセスが，計画のプロセス」3)といわれ

るように協議の積み重ねから創造された活動，事業

が今後展開されようとしている．取り組み当初こそ，

行政主導で行われていたが，協議会が設立されてか

らは，まちづくりを支える「地域力」の構成要素で

ある「地域への関心力」，「地域資源の蓄積力」，

「地域の自治能力」4)が飛躍的に向上しつつある．

これは，懇談会，勉強会と，成果が形になって見え

にくい取り組みに時間をかけて取り組んだ蓄積があ

ってこその結果といえる． 
さらに，協議会活動が活発化する過程で発する活

力波ともいえる情報発信を通じて，他組織の活動波

と共振をし始めている．協議会活動の多様化，拡張

化の予感があり今後の展開が楽しみである． 
 

 
4. 携帯情報端末を用いた「モバあるきWS」

の取り組み―大田区蒲田駅周辺での事例

（江守央） 
 
(1) はじめに 

現在，まちづくりの中に「市民参加」を盛り込む

手法の一つとして，ワークショップ（以下，WS と

する）がある．これは表- 3 に示す通り，参加者全

員が対話と体験から，「情報共有」から「意識共有」

を図る手法である．しかし，現在のまちあるきを主

体とし，KJ 法を利用した WS では，「体験」や

「対話」ははかられつつも，参加者の障がい等によ

り対話における双方向性の確保ができないなどの問

題が指摘されている．また，2008 年改訂されたバ

リアフリー新法により，対象となる施設の拡充から

点検箇所が増加しつつあり，参加機会が増加する一

方で対話における双方向性と効率的なバリアチェッ

クの情報共有の合理化が求められている． 
 

表- 3 WSの構成要素と現状 

 
 
(2) 「モバあるきWS」の概要と目的 

現状の WS では手作業によるバリアマップ作製に

よりバリア等の「情報共有」を行っており，対象者

の限定，効率化，共有性に問題を抱えている．そこ

で現在，急速に普及しつつあるスマートフォン等の

通信や GPS 機能，あるいはそのデータを位置情報

とともに表示するデジタルマップ等の機能を利用す

ることが考えられる． 
本項では図- 3 に示す，スマートフォン等の携帯

情報端末を利用し，移動しながらの位置情報と写真

等の空間情報，GIS やデジタルマップ等の機能を利

用する「モバあるき WS」の取り組みを紹介する．

まちあるき参加者にその場で正確な位置情報やバリ

懇談会 勉強会
協議会
（設立時）

協議会

(2012.03

末現在)

登録数 10名 95名 66名 81名

懇談会からの
継続者数

－
10名
(11％)

7名
(11%)

7名
(9％)

勉強会からの

継続者数
－ －

19名

(29％)

19名

(23％)

藤井寺駅周辺

まちづくり

協議会

地元

ミニコミ

誌

新聞

企業
オリックス

バッファローズ

観光

協会

商工会

四天王寺

大学

藤井寺

工科高校

大阪女子

短期大学

情報発信
情報発信

連携の申し出
連携の申し出

連携

連携

連携の可能性

影響を与える可能性

取材

取材

内容 目的 現状 理由

双方向性 発言回数が均等で全員が主体的 意識共有 × 性格や障害等が影響してしまう

連続性
対話を繰り返し、相互の学習支援

新たな意見の抽出
意識共有 ○

空間理解 構造を空間的に把握 情報共有 × バリアチェック後の意見交換

相互理解 参加者間での連帯感醸成 意識共有 ○

要素

体験

対話
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アの内容を記録し，その記録した内容に基づく WS
の運用を想定している．これにより対話における双

方向性を確保し，かつ正確な位置情報やバリアの内

容をその場で取得する事で体験と対話における連続

性を確保する事ができると考えられる．併せてこの

手法は，まちあるきデータの記録および通信，集計

によるバリアチェックの「情報共有」による効率化

（時間短縮･利便性の向上）も期待できる．本項で

は，この「モバあるき WS」の実証から，WS に必

要な「対話」「体験」の二つの要件を参加者の発言，

意見の動向から検証するとともに，その「情報共有」

への効果・考察を行うことを目的とする． 
 

 
図- 3 「モバあるき WS」のイメージ図  

 
(3) 実証WSの概要 

2011 年 6 月 23 日に行われた大田区まちあるき検

討会（以下，点検会とする）と併行し，帯同してい

る調査員がスマートフォンにバリア等の点検内容を

記録する（表- 4）．双方の WS に共通する「まち

あるき」での意見数を記録するとともに，「モバあ

るき WS」の結果は，グーグルマップで記録される．

点検会では討論会が意見を発表・交流する場となる

ためビデオ撮影により発言を記録する．点検会と

「モバあるき WS」の参加者動向を比較するために

被験者の発言回数，発言内容を記録する． 
 

表- 4 調査概要 

  
 
(4) 実証WSの結果 

意見数等の比較で調査対象者の対話を検証し，成

果物や WS の過程を検証することで体験に関して検

証する． 
 

a)「対話」の検証 

 「モバあるき WS」，まちあるき，点検会の意見

数を被験者ごとに比較した結果を図- 4 に示す．点

検会と「モバあるき WS」に共通するまちあるきを

中心に検証した結果，点検会では，ほとんどの被験

者がまちあるきより意見が減少していた．また，被

験者によっては意見数が増えているデータが取得さ

れたが，これは KJ 法によって，その被験者のみ

「対話」における連続性が担保できていると判断で

きる．「モバあるき WS」では，全ての被験者がま

ちあるきでの意見数と同数の意見数になっているこ

とが明らかとなった． 
 

 
図- 4 意見数比較 

 
b)「体験」の検証 

 「モバあるき WS」の GPS の軌跡と点検会の設

定ルートを比較した結果を図- 5 に示す．これによ

ると，「モバあるき WS」での「体験」は点検会で

設定されたルートに沿って実施している事が伺える． 
 

 
図- 5 点検会ルートと「モバあるき WS」GPS軌跡 

 
c) デジタルマップとバリアマップの検証 

 双方の点検マップの意見のまとめ結果を図- 6 に

示す．ここから，点検会で作成されたバリアマップ

は，意見の位置情報は関係なく，発言内容でまとめ

ている．これに対して，「モバあるき WS」で作成

されたデジタルマップは，場所的なまとまりから視

覚的問題を明確に出来る事が明らかとなった． 
 

日時 平成23年6月23日

場所 JR蒲田駅周辺

対象地 大田区まちあるき点検会の設定ルートに沿う

調査対象者
肢体障がい者1名、聴覚障がい者1名、高齢者1名

肢体障がい者1名、車いす利用者1名、計５名

使用器具 スマートフォン５台、ビデオカメラ４台

使用アプリ GPS　Recorder X

取得データ

対話の検証データ

・現状のWSで行われる討論会での意見

（意見数、意見タイプ、意見内容）

・携帯情報端末で記録されたデータ

（意見数、意見タイプ、意見内容）

体験の検証データ

・現状のWSで作成されたバリアマップ

・モバあるきWSで作成されたデジタルマップ

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

現状のWS

まちあるき

モバあるきWS

意見数（件）

視覚 聴覚 車イス 高齢者 肢体



 

 7

 
図- 6 バリアマップ（左）とデジタルマップ（右） 

 
(5) まとめとおわりに 

バリアマップでは，参加者のみの「情報共有」で

あるが，デジタルマップではデータ化されているた

め，その場のみならず継続的な「情報共有」が可能

と考えられ，効率的なバリアチェックの情報共有の

合理化が出来ると考えられる．一方，携帯情報端末

を使用する事による「対話」における連続性を WS
の運営法等で，いかに担保するかが今後の課題とな

る．また，「体験」における連帯感創出の場の減少

をどう改善していくかが，これからの課題であるが，

スマートフォンの汎用性の高さや普及率を考えると

充分に改善の余地はあると考えられる． 
 
5. 地域公共交通政策における参加型取組みの

現状―茨城県内における地域公共交通活性

化再生事業を契機とした取組みに着目して

（山田 稔） 
 
(1) はじめに 

平成 19 年の地域公共交通活性化・再生法におい

て，公共交通の活性化のためには，利用者・住民を

含む多様な主体の連携の重要性がうたわれたことも

あり，これを契機に，行政の交通事業における住民

参加に新たな進展が見られた． 
この章では，茨城県内の市町村を対象に行ったア

ンケート結果に基づき，その実態を明らかにすると

ともに，課題をまとめるものである． 
 

(2) 地域公共交通活性化・再生法における参加 

同法においては，まず計画策定に際して「住民，

地域公共交通の利用者…の意見を反映させるために

必要な措置を講じなければならない」としており，

計画策定のための「協議会」に利用者が加わること

を規定しているだけでなく，計画の策定・変更に関

しての提案制度が設けられている． 
さらに，同法に基づいて大臣が定めた「基本方針」

の中で「住民，公共交通の利用者その他の関係者の

役割」がうたわれていて，「サービスを利用する…
受け身の立場だけでなく，…主体的に，地域公共交

通の活性化及び再生に向けた検討に参加する…，…
住民間における利用促進についての意識の醸成…，

…住民による公共交通の維持・運営等…」といった

内容が具体的に例示されている． 

同法に基づいた市町村に対する助成制度である

「地域公共交通活性化・再生総合事業」(以下，

「総合事業」)においても，これらの住民・利用者

の役割を前提としたものであった．住民・利用者等

が計画を検討することや，それに基づき独自の利用

促進活動を支援することも事業として可能であった．

一方，市町村に課せられた事後評価 7)では，具体的

に「住民等による自主的な利用促進，啓発等の活動

や協賛金拠出への協力等当該事業を本格実施する環

境を整備したか．」「住民の参加等による地域関係

者の実質的な合意形成」(協議会の開催・運営と合

意)  に関しての自己評価が求められていて，事業を

実施する市町村がこういった点に意識が向くように

なっている． 
後述の調査対象である茨城県内では，全 44 市町

村のうち 18 市町で「総合事業」が採択されている 
(H21,22 年度国土交通省資料)． 

 
(3) アンケート調査にみる住民参加の実態 

ここで用いるのは，平成 23 年に筆者らが茨城県

内の市町村を対象に実施した公共交通施策に関する

アンケート調査のデータである．質問項目は，各市

町村で実際に行われている，または行われた公共交

通施策の内容と，その際の関係主体が果たした役割

についての実態把握，および担当者の課題等につい

ての意識に関するものである． 
調査概要を表- 5 に示す．市町村数では，回答が

得られたのが 29 で，うち，15 が「総合事業」を行

っていた市町であった．また，事業の数では，回答

が得られたものが 62 で，うち「総合事業」に関す

る 11 であった．62 事業の内容としては，鉄道 2，
路線バス 20，コミュニティバス 16，乗合タクシー 
15，複数 6，その他 3 であった． 
 

表- 5 アンケート調査の実施状況 
調査対象 茨城県内の市町村の公共交通担当部所 

調査期間 2011 年 12 月 2 日～2011 年 12 月 28 日 

調査方法 
郵送配布及び郵送回収(希望した場合のみ

メールによる回答) 

実施状況 

配布市町村数 (市町村)：    44 

回収部数 (部)：        29 

回答された施策数 ：     62 (うち終了 8)

回収率 (％)：         65.9 

 
 
62 の事業に関して，それぞれ関係した主体とそ

の役割について聞いた結果を図- 7 に示す．全体の

約 1/3 の 22 事業で住民が何らかの役割を担ってい

ることがわかる．これを，「総合事業」とそれ以外

で分けてみると，「総合事業」では 11 のうちの 9
事業で住民が何らかの役割を担っていた．他 1 事業

では法定協議会が事業の主体的な位置づけにあって

そのメンバーとして市民・利用者が加わっていた．

残る 1 事業では住民が事業推進のメンバーに加わっ

ていたが実質的な役割は担っていなかったとの回答

となっている． 
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図- 7 施策における各主体の役割 

 
「総合事業」以外の 51 事業では，住民の参加が

あったものは，12 事業と 1/4 弱という状況であった．

このことから，「総合事業」の制度によって，利用

者を含む住民が計画策定や事業進捗に際して関わり

を持つ形が急速に普及してきたと言える． 
次に，「総合事業」とそれ以外での住民の役割の

違いについて分析した．結果を図- 8 に示す．いず

れも一つ以上の役割において住民の参加があった事

業(各 11 事業)を母数に，その役割での住民参加が

あった割合を縦軸に示してある． 
 

 
図- 8 役割ごとの住民参加状況 

 
「総合事業」の関係では，企画・立ち上げや，実

態把握・調査など初期の段階で住民が役割を担う割

合が高いことがわかる．計画策定や施策の検討の段

階では，むしろ総合事業以外の事業で比較的多く行

われていたことがわかる．これは，「総合事業」が

平成 20 年度から動き出したことから，住民を含め

た検討を十分に行うための時間が確保しづらいまま

に推移してきたためと考えられる． 
また，利用促進活動については，活性化・再生法

の基本方針に示されていることもあって，住民自身

が担当することはかつてより大きな比重を占めるよ

うになっていると言える． 
 

(4) 参加の効果 

各事業の住民の参加有無と，事業の継続状況との

関係を集計した結果が図- 9 である．住民が参加し

ているものは，継続的な見直しが行われる割合が高

く，結果的に事業の継続性には良い影響があると考

察できる． 
 

 
図- 9 参加と事業継続との関係 

 
(5) 行政担当者の課題意識 

施策の推進に関する課題意識を聞いた結果につい

て，自由回答を整理し直したものを図- 10に示す． 
これを見ると，採算性や補助金，また交通事業者

との関係の構築に苦心しており，比較して住民と一

緒に進めていくことに関する課題意識は大きくはな

いことがわかる． 
 

 
図- 10 行政担当者の課題意識 

 
(6) まとめ 

「地域公共交通活性化・再生総合事業」は，住

民・利用者の参加が前提の制度であり，そのことに

よって，参加を取り入れる市町村が増えた．しかし，

当初から 3 年間の事業とされ，また 3 年目にはこの

事業自体が「地域公共交通確保維持改善事業」と衣

替えをしたことにより，市町村内で完結する交通を

住民自らが考えるために補助事業を継続的に使うこ

とは難しくなっている．また，行政担当者の参加の
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技術への関心は決して高くない状況に懸念される． 
一方で，この調査から参加型の成果として事業の

継続性に良い影響があると考えられること，また，

従前からも計画策定，詳細の検討，事後評価で住

民・利用者の参加で進められてきた事例がみられる

ことから，継続的なスパイラルアップを進めていく

という大きなねらいのものでの重要性や効果への理

解は深まりつつあると期待される． 
 
 
6. 自治体の市民参加型事業への取組みと建設

コンサルタントの役割（大島明） 
 
(1) 概要 

（社）建設コンサルタンツ協会参加型計画専門委員

会では，市民や住民が参加し各種の社会資本整備に

関する計画等の立案を行うことに関する調査・研究

活動を行っている．このほど，行政における市民参

加による計画等の立案状況，市民参加の実態，今後

の方向性について，アンケート調査を実施した．そ

の結果，多くの自治体で市民参加型事業に取り組ま

れている実態，工夫すべき事項，建設コンサルタン

トへの期待などがまとまった．本稿では，その結果

から市民参加型計画の現状と主に建設コンサルタン

トの果たすべき役割について報告する． 
 
(2) 調査概要 

アンケート調査は，人口 5 万以上の都市を対象

（東日本大震災の被災県である岩手，宮城，福島を

除く）として，公共事業の担当部署に封書で依頼し，

ウェブサイトにアクセス頂き回答を得る方法で実施

した．依頼文書の配布は 2011 年 8 月 26 日に行い，

9 月 30 日を回答期限とした．依頼文書の配布数は

541 自治体，有効回答数は 91 票であり回答率は

16.8%であった．回答者の属性は，まちづくり系部

署が多くなっている．（図- 11） 
 

  

図- 11 回答者の属性分類 

 
(3) 市民参加型事業の効果 

市民参加型で事業を実施した自治体のうち 87%が

効果があったと回答している．（図- 12） 
参加型の事業ステップを「知らせる」「教える」

「参加する」「協働する」の４段階に分類してみる

と，効果があったと回答した自治体の 71%が「協働

する」ステップまで実施していたことがわかった．

（図- 13） 
  

 
図- 12 参加型事業の効果の有無 

 
  

 
図- 13 効果と事業ステップ 

 
(4) 市民参加型事業での工夫 

市民参加型で事業を実施した際に工夫したこと

（複数回答）として「意見を出し合える雰囲気づく

り」「地域事情に詳しい人の参加」「目的，主旨等

の明確化」としたものが全体の約半数を占め，参加

者が主体的に取り組める工夫を多くの自治体がして

いることがわかった．一方，工夫すればよかったも

のとして「参加の達成感・満足感が得られるような

工夫」「参加者を飽きさせない工夫」が多くなって

おり，参加者の立場に立った運営が必要であること

を経験ある自治体は感じている．（図-4） 
  

 
図- 14 市民参加型事業における工夫の内容 

 
 
(5) 建設コンサルタントへの期待 

 直接的な効果の内容について，自治体直営と建設

コンサルタント委託を比較すると，「市民の意見を

反映した解決策や計画の立案」で建設コンサルタン

ト委託の方が効果が大きくなっている．（図- 15）
さらに，建設コンサルタントに期待する事項として

は「市民に対するわかりやすい説明など参加に対す

る技術力」「対象の事業内容や関連計画に関する知

識の量」としたものが多く，市民参加型計画におい
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て建設コンサルタントは技術的な対応を主に期待さ

れていると判断できる．（図- 16） 
 

 
図- 15 市民参加型事業の直接的効果 

 
  

 
 

図- 16 建設コンサルタントに期待すること 

 
(6) 結び：今後の市民参加型事業の取り組み方 

 今回の調査結果からは，社会資本整備の現場で市

民参加型の取組みが多く行われており，その効果が

実感されつつあることがわかった．事業者，コンサ

ルタント等の関係者が協力して，技術的な工夫を重

ねながら取組みを進めていくことが重要と考えられ

る． 
 
7. まとめ ―目指すべき参加型社会   
 
本稿では，交通や都市計画などの計画や事業に住

民参加を求める事例をとりあげ，地域力の向上を行

うことができる計画，事業の枠組みを検討してきた． 
これらをまとめると次の視点が示唆される． 

 
(1) 地域力への期待 

地域力として期待されるのは，地域が次のような

力を蓄えることである． 
- 継続的，横断的な視点で判断できる能力 
- 計画代替案を地域の実情に即して評価・判断

できる能力 
- 先進事例を学び，先進事例が展開された地域

の状況・自らの地域の状況を理解し，上で自

らの地域をどのように良くしていきたいかを

考える意欲 
- 地域に関する情報・人材等のリソースを分野

横断的に把握しており，それを活用できる能

力 
 ここで言う活用とは，情報を計画策定へ

活用すること，人材を事業の事業展開に

活用することを指す 
これら能力を蓄えるため，特定の事業を目的とし

たものではなくて，情報整備，人材育成，ストック

の形成のための継続的な取組みを展開することが需

要である． 
 

(2) 外部（行政課員，専門家など）の参画 

 地域で計画や事業を行う際にすべてを地域に期待

するのではなく，行政課員や専門家などが必要に応

じて参画することが求められる．参画が必要な点は

次の点である． 
- 多様な経験や法制度，行政内の情報等に基づ

き，実行可能な事業計画 案を策定すること 
- 地域住民が，計画代替案を地域の実情に即し

て評価・判断するため，地域の問題などをス

テイクホルダー（地域住民，関連事業者など）

に翻訳し伝えること 
- 多様な事例を正しく把握し，当該地域に即し

て，わかりやすく説明すること 
       

(3) 住民参画の意義（住民にやらせれば安く上がる

という見方では困る点） 

- 道路，交通，商業活性化，防災，防犯，福祉

など多様な分野を総合的に地域として関わる

ことが重要であり，一つの分野だけで力を使

い果たすような作業分担があってはならず，

この点を意識した全体の構想を描くことが外

部からの参画者に求められる 
- 計画案の意義や効果，課題などをわかりやす

く説明するための工夫やテクニック，能力の

部分が，不足し，それを欠いたままの計画，
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事業を推進することは，安かろう悪かろうに

なり，地域に効用をもたらさない． 
- 参加者が満足感を得られるための進め方を実

現するには，知識，技術が必要となり，これ

を有するファシリテータが必要となる．この

ような人材が欠かせず，このような人材に正

当な評価を与え，正当な報酬を確保すること

が，そのような人材を育成維持することにつ

ながり兼ねず，住民参加だからとすべてを住

民任せにしてしまうことは，計画や事業を損

じるだけではなく，地域を損じてしまう危険

性がある． 
- 地域で意見対立が起きうるケースについて，

住民が調整・解決する配慮および外部参画者

にはその能力が求められる．具体的には，こ

のような意見対立が起こると予測される際に

は，計画事業を請求にのみ進めようとせず，

調整にかける時間を確保し，十分なステーク

ホルダー分析を行い，サイレント層への配慮

などがおろそかにしないことが求められる． 
 

(4) 住民・行政・専門家の間の信頼関係の構築が最

も重要 

- 既往の事例では，この点が強調されているも

のは少ない．しかし，成功している事例にお

いては，関係者間の信頼関係が，計画・事業

に取り組む以前から存在する．または，意図

的にせよ無意識にせよ計画・事業に取り組む

過程の中で醸成されてきている．事例を発信

する側も，「住民による」という点を強調す

ることが多く，住民以外の関係者の存在が隠

れて，事例の情報が発信されることも多いた

め，留意し，地域住民に情報を伝える必要が

ある． 
 
これらの視点について、セッションではまず発表

者から意見を述べた上で  フロアとのディスカッシ

ョンを行う。 
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